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〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

三

国
家
公
安
委
員
会
・
国
土
交

通
省
関
係
産
業
競
争
力
強
化

法
第
十
一
条
の
規
定
に
基
づ

く
内
閣
府
令
・
国
土
交
通
省

令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を

定
め
る
命
令

三
〇
203
四
四

省

令

〇
総

務

省

八
三

総
務
省
関
係
国
家
戦
略
特
別

区
域
法
施
行
規
則

一

二

八
四

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

四

二

八
五

電
気
通
信
主
任
技
術
者
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

七
186

一

八
六

住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一

か
ら
別
表
第
六
ま
で
の
総
務

省
令
で
定
め
る
事
務
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

九

三

八
七

地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進

に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の

基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第

二
十
五
条
の
地
方
公
共
団
体

等
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
六
特98
二
四

八
八

公
職
選
挙
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
特98
二
六

八
九

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

の
算
定
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
七

一

九
〇

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
八

五

九
一

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
五
198
二
四

九
二

日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八

三

九
三

電
気
通
信
事
業
報
告
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
九
202

二

九
四

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
203
四
五

〇
総

務

省
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省

一

中
小
企
業
に
よ
る
地
域
産
業

資
源
を
活
用
し
た
事
業
活
動

の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
を
廃
止
す
る
省
令

一
六
特98
二
七

〇
総

務

省
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省

一

地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進

に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の

基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第

十
七
条
に
規
定
す
る
承
認
地

域
経
済
牽
引
事
業
に
関
す
る

省
令
及
び
地
域
経
済
牽
引
事

業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成

長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す

る
法
律
第
二
十
九
条
に
規
定

す
る
承
認
連
携
支
援
事
業
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
六
特98
二
七

〇
法

務

省

四
八

不
動
産
登
記
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
五
192

一

〇
財

務

省

六
四

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
八

五

六
五

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

二

六
六

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

三
〇
203
七
七

〇
財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省

三

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
六
特98
四
一

〇
財
務
省
、
経
済
産
業
省

四

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
第

二
十
六
条
第
一
項
第
一
号
の

経
済
産
業
省
令
・
財
務
省
令

で
定
め
る
金
融
機
関
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
六
特98
四
一

五

中
小
企
業
に
よ
る
地
域
産
業

資
源
を
活
用
し
た
事
業
活
動

の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十

三
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で

定
め
る
金
融
機
関
を
定
め
る

省
令
を
廃
止
す
る
省
令

一
六
特98
四
一

六

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基

盤
整
備
機
構
の
産
業
基
盤
整

備
業
務
に
係
る
業
務
運
営
、

財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
特98
四
二

七

地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進

に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の

基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第

二
十
二
条
第
一
項
第
二
号
の

経
済
産
業
省
令
・
財
務
省
令

で
定
め
る
金
融
機
関
を
定
め

る
省
令

一
六
特98
四
二

〇
文
部
科
学
省

三
〇

文
部
科
学
省
所
管
補
助
金
等

の
申
請
書
等
に
係
る
電
磁
的

記
録
及
び
電
磁
的
方
法
を
定

め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

九

三

三
一

著
作
権
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
六
特98
四
三

三
二

図
書
館
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
五

二

三
三

社
会
教
育
主
事
講
習
等
規
程

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五

二

三
四

学
校
図
書
館
司
書
教
諭
講
習

規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
五

二

三
五

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施

行
規
則
及
び
社
会
保
障
協
定

の
実
施
に
伴
う
私
立
学
校
教

職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
特

例
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
203
八
七

〇
厚
生
労
働
省

一
五
六

児
童
福
祉
法
施
行
規
則
及
び

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性

を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推

進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律

の
整
備
に
関
す
る
法
律
附
則

第
四
条
の
基
準
を
定
め
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

八

一

一
五
七

社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
一

一

一
五
八

生
活
保
護
法
施
行
規
則
及
び

厚
生
労
働
省
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
一
190

一

一
五
九

雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
四

二


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